
JP 2017-155346 A 2017.9.7

(57)【要約】
【課題】イオン液体及び貧溶媒を用いて粒子状物質を紙
にバインダーレスで定着させ、乾燥強度及び湿潤強度を
向上させた粒子状物質保持紙の製造方法を提供する。
【解決手段】粒子状物質を予め含有させた紙にイオン液
体を含浸させ、または、粒子状物質を分散させたイオン
液体に紙を浸漬する工程、もしくは、粒子状物質を分散
させたイオン液体を紙に塗布する工程の何れかを行って
、セルロースを部分的に溶解させる。この工程に続けて
、紙をエタノール等の貧溶媒に浸漬してセルロースを析
出させ、粒子状物質を定着させる。更に、この粒子状物
質保持紙を水により洗浄してプレス乾燥等により乾燥さ
せる。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　粒子状物質を予め含有する紙にイオン液体を含浸させ、セルロースを部分的に溶解させ
る部分溶解工程と、
　前記部分溶解工程を経た紙を貧溶媒に浸漬し、析出したセルロースに粒子状物質を定着
させて紙に粒子状物質を固着させる貧溶媒浸漬工程と、
　を有することを特徴とする粒子状物質保持紙の製造方法。
【請求項２】
　粒子状物質を分散させたイオン液体に紙を浸漬し、セルロースを部分的に溶解させる部
分溶解工程と、
　前記部分溶解工程を経た紙を貧溶媒に浸漬し、析出したセルロースに粒子状物質を定着
させて紙に粒子状物質を固着させる貧溶媒浸漬工程と、
　を有することを特徴とする粒子状物質保持紙の製造方法。
【請求項３】
　粒子状物質を分散させたイオン液体を紙に塗布し、セルロースを部分的に溶解させる部
分溶解工程と、
　前記部分溶解工程を経た紙を貧溶媒に浸漬し、析出したセルロースに粒子状物質を定着
させて紙に粒子状物質を固着させる貧溶媒浸漬工程と、
　を有することを特徴とする粒子状物質保持紙の製造方法。
【請求項４】
　請求項１～請求項３の何れか一項に記載の粒子状物質保持紙の製造方法において、
　前記貧溶媒浸漬工程を経た紙を乾燥させる乾燥工程を有することを特徴とする粒子状物
質保持紙の製造方法。
【請求項５】
　請求項４に記載の粒子状物質保持紙の製造方法において、
　前記乾燥工程は、温度が１００～１２０［℃］、加圧圧力が１．１～２．０［Ｍｐａ］
、及び、乾燥時間が１～５分間の条件にて行うプレス乾燥工程を含むことを特徴とする粒
子状物質保持紙の製造方法。
【請求項６】
　請求項１～請求項５の何れか一項に記載の粒子状物質保持紙の製造方法において、
　前記部分溶解工程では、イオン液体を含浸させた紙を、５［ｓｅｃ］～４８［ｈｏｕｒ
］の間で選択された時間により加熱することを特徴とする粒子状物質保持紙の製造方法。
【請求項７】
　請求項１～請求項６の何れか一項に記載の粒子状物質保持紙の製造方法において、
　前記セルロースは、木材パルプを含む植物繊維であることを特徴とする粒子状物質保持
紙の製造方法。
【請求項８】
　請求項１～請求項７の何れか一項に記載の粒子状物質保持紙の製造方法において、
　前記貧溶媒は、セルロースの貧溶媒であることを特徴とする粒子状物質保持紙の製造方
法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、バインダーを用いずに粒子状物質を保持させると共に、乾燥紙力強度及び湿
潤紙力強度を向上させた紙の製造方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　紙は、活性炭等の粒子状物質の担体として利活用されている。しかしながら、粒子状物
質を保持させた紙は、繊維間結合の阻害により乾燥紙力強度が低下することが知られてい
る。
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【０００３】
　粒子状物質を保持した紙を、何ら処理せずに水中で使用した場合、紙は水に対する抵抗
性がないため、粒子状物質が水中に漏出する。粒子状物質の漏出を防止するためには、例
えば、湿潤紙力増強剤及びバインダーを併用し、または、粒子状物質を保持した紙に疎水
性の物質をコーティングする方法等が知られている。
【０００４】
　ここで、湿潤紙力増強剤は、紙を水に浸漬した後の湿潤強度を維持するために使用され
るもので、例えば、ポリアミド－ポリアミンエピクロルヒドリン系樹脂、メラミン－ホル
ムアルデヒド系樹脂、尿素－ホルムアルデヒド系樹脂等が知られている。これらの湿潤紙
力増強剤の製造方法や性能は、例えば特許文献１～３に開示されている。
【０００５】
　一方、近年では、環境配慮の観点から、天然素材を用いて紙の湿潤紙力を増強させる方
法が試みられている。例えば、特許文献４には、天然素材であるバルカナイズドファイバ
ーの湿潤寸法安定性を向上させる方法が開示されており、絶縁材料や各種容器等への応用
が期待されている。
　また、紙に粒子状物質を保持させるバインダーとして熱可塑性樹脂を利用する技術が、
例えば特許文献５に開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１４－５５２２３号公報
【特許文献２】特開２００６－９７２１８号公報
【特許文献３】特開平１０－２４５７９４号公報
【特許文献４】特開２００５－２４０２５３号公報
【特許文献５】特開２００９－１７４１１４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、上記従来技術には以下のような問題がある。
　まず、バルカナイズドファイバーにより湿潤紙力を増強させる方法では、バルカナイズ
ドファイバーの製造時に腐食性を有する塩化亜鉛溶液を使用するため、製造工程で耐腐食
性のある高価な設備を要することになり、コストが著しく増大する。
　また、熱可塑性樹脂等からなるバインダーを用いて粒子状物質を保持させる方法や、紙
に疎水性物質をコーティングして粒子状物質の漏出を防ぐ方法では、例えば活性炭等の粒
子状物質が持つ汚染物質吸着機能が、バインダーまたは疎水性物質によって阻害され、低
下する等の問題があった。
【０００８】
　そこで、本発明は上記の課題を解決するためになされたものであり、その目的は、粒子
状物質をバインダーレスにて紙に定着させ、粒子状物質本来の機能を発揮させると共に、
乾燥紙力強度及び湿潤紙力強度を向上させた粒子状物質含有紙の製造方法を提供すること
にある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記課題を解決するため、請求項１に係る発明は、粒子状物質を予め含有する紙にイオ
ン液体を含浸させ、セルロースを部分的に溶解させる部分溶解工程と、
　前記部分溶解工程を経た紙を貧溶媒に浸漬し、析出したセルロースに粒子状物質を定着
させて紙に粒子状物質を固着させる貧溶媒浸漬工程と、を有するものである。
【００１０】
　また、請求項２に係る発明は、粒子状物質を分散させたイオン液体に紙を浸漬し、セル
ロースを部分的に溶解させる部分溶解工程と、
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　前記部分溶解工程を経た紙を貧溶媒に浸漬し、析出したセルロースに粒子状物質を定着
させて紙に粒子状物質を固着させる貧溶媒浸漬工程と、を有するものである。
【００１１】
　更に、請求項３に係る発明は、粒子状物質を分散させたイオン液体を紙に塗布し、セル
ロースを部分的に溶解させる部分溶解工程と、
　前記部分溶解工程を経た紙を貧溶媒に浸漬し、析出したセルロースに粒子状物質を定着
させて紙に粒子状物質を固着させる貧溶媒浸漬工程と、を有するものである。
【００１２】
　なお、本発明は、請求項４に記載するように、前記貧溶媒浸漬工程を経た紙を乾燥させ
る乾燥工程を更に有していても良い。
　この場合、乾燥工程としては、請求項５に記載するように、温度が１００～１２０［℃
］、加圧圧力が１．１～２．０［Ｍｐａ］、及び、乾燥時間が１～５分間の条件にて行う
プレス乾燥工程を含むことが望ましい。
【００１３】
　また、請求項６に記載するように、前記部分溶解工程では、イオン液体を含浸させた紙
を、５［ｓｅｃ］～４８［ｈｏｕｒ］の間で選択された時間により加熱しても良い。
【００１４】
　請求項７に記載するように、紙のセルロースは、木材パルプを含む植物繊維であること
が望ましく、請求項８に記載するように、前記貧溶媒は、セルロースの貧溶媒であること
が望ましい。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明によれば、粒子状物質をバインダーレスにて紙に定着させ、乾燥紙力強度及び湿
潤紙力強度に優れた粒子状物質保持紙を製造することができる。また、粒子状物質が有す
る機能をバインダーによって阻害するおそれがないので、粒子状物質保持紙の機能性を高
めることができる。
　更に、天然素材であるセルロースを主成分として粒子状物質保持紙が構成されるため、
環境に配慮した製造方法を実現することができ、製造設備も比較的安価である。
　加えて、イオン液体も従来の有機溶媒と比較して環境への負荷が少ないことから、環境
保護に資することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】実施例及び比較例のほぐれやすさ試験結果を示す図面代用写真である。
【図２】実施例６における粒子状物質の定着状態を示す図面代用写真であり、図２（ａ）
は表面写真、図２（ｂ）は顕微鏡写真である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、本発明の実施形態について説明する。
　本発明の第１～第３実施形態に係る粒子状物質含有紙の製造方法は、（１）部分溶解工
程、（２）貧溶媒浸漬工程、（３）乾燥工程の順に紙を製造するものである。ここで、各
実施形態では、（１）部分溶解工程の内容がそれぞれ異なり、（２）貧溶媒浸漬工程、（
３）乾燥工程は何れも共通している。
【００１８】
　始めに、第１実施形態に係る製造方法について、各工程を説明する。
（１）部分溶解工程
　この部分溶解工程では、粒子状物質を予め含有させた紙にイオン液体を含浸させ、紙の
セルロースを部分的に溶解させる。なお、紙にイオン液体を含浸させる方法としては、紙
をイオン液体に浸漬する、紙にイオン液体をスプレー等により噴射する、紙にイオン液体
を転写ロール等により転写する、等の方法があるが、ここでは、紙をイオン液体に浸漬す
る方法を採った。
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【００１９】
　本実施形態が適用される紙は、木材パルプやリンターパルプを用いて抄紙したものであ
り、セルロースの種類は特に限定されず、例えば、木材パルプ等の植物繊維、または、植
物繊維にセラミック繊維等の無機繊維を混合させたものを使用することができる。
　この紙に予め含有させる粒子状物質としては、ゼオライト、活性炭、酸化チタン等が挙
げられる。なお、粒子状物質を調製する際には、歩留まり向上剤等を使用することが望ま
しい。
【００２０】
　粒子状物質を含有させた紙に含浸させるイオン液体の成分は、特に限定されないが、後
述する「貧溶媒浸漬工程」における貧溶媒として水やエタノールを使用する場合を考慮す
ると、イオン液体は、水溶性またはエタノール溶解性であることが望ましい。
　これらの条件を満たすイオン液体としては、例えば、１－アルキル－３－メチルイミダ
ゾリウム塩、１－アリル－３－アルキルイミダゾリウム塩、１－アルキル－２，３－ジメ
チルイミダゾリウム塩、Ｎ－アルキルピリジウム塩、メチル－Ｎ－ブチルピリジニウム塩
等が挙げられる。
【００２１】
　これらのイオン液体の代表的なものとしては、１－ブチル－３－メチルイミダゾリウム
ブロマイド、１－ブチル－３－メチルイミダゾリウムクロライド、１－エチル－３－メチ
ルイミダゾリウムクロライド、１－エチル－３－メチルイミダゾリウムブロマイド、１－
アリル－３－メチルイミダゾリウムブロマイド、１－へキシル－３－メチルイミダゾリウ
ムクロライド、１－オクチル－３－メチルイミダゾリウムクロライド、１－アリル－３－
メチルイミダゾリウムクロライド、１－アリル－３－エチルイミダゾリウムブロマイド、
１－エチル－２，３－ジメチルイミダゾリウムクロライド、Ｎ－エチルピリジウムクロラ
イド、３－メチル－Ｎ－ブチルピリジニウムクロライド等が挙げられる。
　本実施形態におけるイオン液体としては、特に、低融点で水溶性、エタノール溶解性を
共に有する１－ブチル－３－メチルイミダゾリウムクロライドを用いることが好ましい。
【００２２】
　部分溶解工程は、常温下または加熱環境下で行うことができる。一例として、イオン液
体に１－ブチル－３－メチルイミダゾリウムクロライドを用いた場合には、加熱環境下で
行うことが好ましい。この場合、粒子状物質を含有させた紙を、好ましくは８０～１００
［℃］の温度を有するイオン液体に浸漬して紙全体にイオン液体を含浸させ、その後に、
加熱したガラス板等の加熱体に紙を挟んで加熱する。この加熱体はイオン液体の不透過材
である。加熱体による紙の加熱温度は、好ましくは８０～１００［℃］の範囲である。
　イオン液体の温度及び加熱体による加熱温度が８０［℃］を下回るとセルロースの溶解
が進まず、１００［℃］を上回るとエネルギーコストが嵩むため、好ましくない。
【００２３】
　また、加熱体による紙の加熱時間は、５［ｓｅｃ］以上であることが望ましい。セルロ
ースは、加熱時間が長くなるほど溶解が進行するものであり、５［ｓｅｃ］未満でセルロ
ースを溶解させることは難しい。本実施形態では、５［ｓｅｃ］～４８［ｈｏｕｒ］の間
で加熱時間を選択可能としているが、エネルギーコストを考慮すると、好ましくは６０［
ｓｅｃ］以内、より好ましくは３０［ｓｅｃ］以内である。
　この部分溶解工程によれば、粒子状物質を保持し、かつ、イオン液体が含浸された紙を
所定の条件のもとで常温下におき、または加熱することにより、セルロースの一部が部分
的に溶解する。
【００２４】
（２）貧溶媒浸漬工程
　上述した（１）の部分溶解工程に続き、紙を貧溶媒に浸漬し、部分溶解工程により生じ
たセルロース溶液からセルロースを紙の表面上または紙中に析出させ、粒子状物質を定着
させる。
　貧溶媒は、例えば、水及びメタノール、エタノール、イソプロパノール等のアルコール
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類であり、更には、これらの混合溶媒を使用することができる。
　貧溶媒は、使用後にイオン液体との混合溶媒となる。従って、イオン液体及び貧溶媒の
再利用を考慮した場合、減圧蒸留の可能性、再利用の容易さ及びコスト等の観点から、貧
溶媒にはエタノールを使用することが最も望ましい。
【００２５】
（３）乾燥工程
　この乾燥工程は、（２）の貧溶媒浸漬工程を経た紙を乾燥させる工程であり、例えば、
水を用いて紙を洗浄することにより過剰のイオン液体を除去し、その後に紙を乾燥させる
。
　乾燥手段としては、プレス乾燥を用いることができる。プレス乾燥は、例えば、温度が
１００～１２０［℃］、より好ましくは１０５［℃］、加圧圧力が１．１［ＭＰａ］、乾
燥時間が１～５分間の条件で行うことが望ましく、これによって紙が保有する水分を簡便
に除去することができる。
　なお、乾燥手段はプレス乾燥に限定されず、例えば熱風を吹き付ける送風乾燥や、これ
らの乾燥装置を用いない自然乾燥を行っても良い。
【００２６】
　上述した製造方法によれば、（１）の部分溶解工程でイオン液体により紙のセルロース
が部分的に溶解し、その後の（２）の貧溶媒浸漬工程で析出したセルロース内に粒子状物
質が取り込まれ、更に（３）の乾燥工程により、粒子状物質を確実に紙に定着させること
ができる。このため、いわゆるバインダーレスにより粒子状物質保持紙を製造することが
できる。
　また、（１）の部分溶解工程においてイオン液体により部分的に溶解したセルロースが
フィルム化する結果、セルロースフィルムの繊維結合維持機能により、乾燥紙力強度及び
湿潤紙力強度を高めることができる。
【００２７】
　次に、本発明の第２実施形態に係る製造方法について説明する。
　この第２実施形態では、（１）の部分溶解工程において、粒子状物質が分散しているイ
オン液体に紙を浸漬することにより、紙のセルロースを部分的に溶解させる。
【００２８】
　この部分溶解工程で用いる紙は、第１実施形態とは異なり、粒子状物質が保持されてい
ない紙である。紙のセルロースの種類は、第１実施形態と同様である。
　粒子状物質が保持されていない紙を、ゼオライト、活性炭、酸化チタン等の粒子状物質
を分散させたイオン液体に浸漬することにより、イオン液体が紙全体に含浸してセルロー
スを部分的に溶解し、溶解したセルロースに粒子状物質が定着する。イオン液体には、第
１実施形態と同様のものを用いれば良い。
【００２９】
　なお、この第２実施形態では、粒子状物質を分散させたイオン液体を加熱しておき、そ
のイオン液体に紙を浸漬することができる。この場合のイオン液体として、１－ブチル－
３－メチルイミダゾリウムクロライドを用いた場合の温度や紙の浸漬時間（加熱時間）は
、第１実施形態に例として挙げた紙の加熱温度、加熱時間とそれぞれ同様で良い。
【００３０】
　上記の部分溶解工程の後に、前述の（２）貧溶媒浸漬工程、（３）乾燥工程を順に実行
することにより、粒子状物質保持紙を製造することができる。
　この第２実施形態によれば、（１）の部分溶解工程により、紙に対するイオン液体の含
浸と粒子状物質の保持とを同時進行的に実現することができる。
【００３１】
　続いて、本発明の第３実施形態に係る製造方法について説明する。
　この第３実施形態では、（１）の部分溶解工程において、粒子状物質が分散しているイ
オン液体を紙に塗布することにより、紙のセルロースを部分的に溶解させる。
【００３２】
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　本実施形態と第２実施形態とは、粒子状物質が分散しているイオン液体を紙に含浸させ
る具体的な方法が相違するだけである。本実施形態においてイオン液体を塗布する方法と
しては、紙にイオン液体をスプレー等により噴射する、紙にイオン液体を転写ロール等に
より転写する等の方法がある。
　イオン液体として１－ブチル－３－メチルイミダゾリウムクロライドを用いた場合にお
ける、イオン液体を塗布した紙を加熱体に挟んで加熱する際の加熱温度、加熱時間は、第
１実施形態に例として挙げた条件と同様にすることができる。
【００３３】
　本実施形態においても、（１）の部分溶解工程の後に、（２）貧溶媒浸漬工程、（３）
乾燥工程を順に実行して粒子状物質保持紙を製造可能であり、部分溶解工程により、紙に
対するイオン液体の含浸と粒子状物質の保持とを同時進行的に実現することができる。
【００３４】
　次に、本発明の実施例について、以下に説明する。
　実施例１～５は、第１実施形態の製造方法によるものであり、部分溶解工程における調
製後の活性炭含有シートの加熱時間がそれぞれ異なる例である。なお、いわゆる当業者の
技術常識に照らして、本発明が以下の各実施例における実験条件に限定されないのは言う
までもない。
【００３５】
［実施例１］
　まず、実施例１について説明する。
　０．１５［％］の針葉樹パルプサスペンション８０７［ｍｌ］をとり、６００［ｒｐｍ
］で１分間撹拌を行った。そこに１［％］活性炭懸濁液（対パルプ固形分６［％］）を加
え、１分間撹拌した。０．１［％］ポリジアリルジメチルアンモニウムクロライド（対パ
ルプ固形分０．１［％］）と０．１［％］アニオン性ポリアクリルアミド（対パルプ固形
分０．５［％］）を入れ、それぞれ１分間撹拌した。手漉き抄紙器を用いて抄紙し、プレ
ス乾燥（１１０［℃］、１．１［ＭＰａ］、２０［ｍｉｎ］）を行って、坪量６０[ｇ／
ｍ２]の活性炭含有シートを作成した。調製した活性炭含有シートを７０［ｍｍ］×６０
［ｍｍ］に切り取り、オーブンで乾燥させた。
【００３６】
　次に、８０［℃］に加熱したシャーレにイオン液体である１－ブチル－３－メチル－イ
ミダゾリウムクロライド（ＢＭＩＭＣｌ）を１［ｇ］入れた。このイオン液体に活性炭含
有シートを入れ、片面にＢＭＩＭＣｌを含浸させた。これをＰＴＦＥろ紙に挟み、８０［
℃］に熱したガラス板に挟んで５秒間加熱した。その後、試料を取り出して、貧溶媒とし
て５０［ｍｌ］のエタノールで１分間、５０［ｍｌ］の蒸留水を取り替えながら３０分間
、１００［ｒｐｍ］で振とうさせながら、洗浄した。乾燥には、プレス乾燥（１１０［℃
］、１．１［ＭＰａ］、５分間）を用いた。こうして得られたシートを、後述するほぐれ
やすさ試験、乾燥紙力試験及び湿潤紙力試験に供した。
【００３７】
［実施例２］
　調製した活性炭含有シートをＢＭＩＭＣｌに浸漬した後、８０［℃］に熱したガラス板
に挟み、５分間加熱する以外は、実施例１と同様に行った。
【００３８】
［実施例３］
　調製した活性炭含有シートをＢＭＩＭＣｌに浸漬した後、８０［℃］に熱したガラス板
に挟み、１時間加熱する以外は、実施例１と同様に行った。
【００３９】
［実施例４］
　調製した活性炭含有シートをＢＭＩＭＣｌに浸漬した後、８０［℃］に熱したガラス板
に挟み、１６時間加熱する以外は、実施例１と同様に行った。
【００４０】
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［実施例５］
　調製した活性炭含有シートをＢＭＩＭＣｌに浸漬した後、８０［℃］に熱したガラス板
に挟み、４８時間加熱する以外は、実施例１と同様に行った。
【００４１】
［比較例１］
　サンプルとなる紙は、活性炭粉末を添加せずに針葉樹パルプのみを用いて、実施例１と
同様に調製した。その紙を貧溶媒としてのエタノール５０［ｍｌ］に１分間浸漬後、過剰
のエタノールをろ紙（φ９０[ｍｍ]、ＮＯ．２、ＡＤＶＡＮＴＥＣ製）を用いて除去した
。そして、蒸留水５０［ｍｌ］に１分間浸漬した後、過剰の蒸留水をろ紙（φ９０[ｍｍ]
、ＮＯ．２、ＡＤＶＡＮＴＥＣ製）を用いて除去した。その後、１１０[℃]、１．１[Ｍ
Ｐａ]の条件で５分間、プレス乾燥を行ってサンプルを調製した。
　なお、この比較例１では、活性炭粉末の添加及びサンプルへのイオン液体の含浸処理を
行っていない。
【００４２】
［比較例２］
　サンプルとなる紙として、実施例１と同様に調製した活性炭含有シートを用いた。その
紙を５０［ｍｌ］のエタノールで１分間、５０［ｍｌ］の蒸留水を取り替えながら３０分
間、１００［ｒｐｍ］で振とうさせながら、洗浄した。乾燥にはプレス乾燥（１１０［℃
］、１．１［ＭＰａ］、５分間）を用いた。
【００４３】
　次に、本発明の実施例１～５及び比較例１，２の評価について説明する。
　各実施例及び比較例により調製したサンプル（ろ紙）に対する機能評価として、以下の
ように、（ａ）ほぐれやすさ試験、（ｂ）乾燥紙力試験、及び、（ｃ）湿潤紙力試験を行
い、更に、湿潤引張強さ残留率を算出した。
【００４４】
（ａ）ほぐれやすさ試験
　調製したサンプルを、１００［ｍｌ］の蒸留水が入ったサンプル管瓶（１１０［ｍｌ］
）に入れ、瓶を手で持って往復で５０回、一定速度で振とうさせた後、サンプルの状態を
観察した。
【００４５】
（ｂ）乾燥紙力試験
　５０［ｍｍ］×２０［ｍｍ］のサンプルを用いて、引張試験を行った。引張試験は、Ａ
＆Ｄ社製のＳＴＢ－１２２５Ｓを用いて、試験速度１０［ｍｍ／ｍｉｎ］、チャンク間距
離２５［ｍｍ］にて行い、以下の数式１により乾燥紙力強度を算出した。
　　［数式１］
　乾燥紙力強度［ｋＮ／ｍ］＝ 最大荷重［Ｎ］／ サンプル幅［ｍｍ］
【００４６】
（ｃ）湿潤紙力試験
　５０［ｍｍ］×２０［ｍｍ］のサンプルを、蒸留水に１時間浸漬させた。浸漬後、サン
プルを水中から取り出して吸水紙の上に置き、更に別の吸水紙を上に載せ、軽く押さえて
余分な水分を除いた。この後、直ちに引張試験を行った。引張試験条件は、乾燥紙力試験
と同様であり、以下の数式２により湿潤紙力強度を算出した。
　　［数式２］
　湿潤紙力強度［ｋＮ／ｍ］＝最大荷重［Ｎ］／ サンプル幅［ｍｍ］
【００４７】
（ｄ）湿潤引張強さ残留率の算出
　更に、湿潤紙力強度と乾燥紙力強度との比である湿潤引張強さ残留率を、以下の数式３
により算出した。
　　［数式３］
　湿潤引張強さ残留率［％］＝湿潤紙力強度［ｋＮ／ｍ］／ 乾燥紙力強度［ｋＮ／ｍ］
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×１００
【００４８】
　続いて、評価結果について説明する。
（ａ）ほぐれやすさ試験の評価結果について
　図１は、実施例１～５，比較例１，２のほぐれやすさ試験の結果を示すものである。
　図１の比較例１，２では、５０回振とう後にシート形状を維持することが困難であった
。また、比較例１,２では、粒子状物質保持機能の確認ができなかった。一方、実施例１
～５では、加熱時間の長短に関わらずサンプルの破れが確認されず、また、活性炭の脱離
も確認されなかった。このことから、実施例１～５によれば、粒子状物質保持機能を付与
することが可能であった。
【００４９】
（ｂ）乾燥紙力試験、（ｃ）湿潤紙力試験、及び、（ｄ）湿潤引張強さ残留率の評価結果
について
　表１は、各サンプルの乾燥紙力強度、湿潤紙力強度、湿潤引張強さ残留率をそれぞれ示
している。
【表１】

【００５０】
　表１によれば、実施例１～５の乾燥紙力強度は、加熱時間が長くなるにつれて高くなっ
た。これは、イオン液体によるセルロースの溶解量が、加熱時間が長くなるほど増加する
傾向と同じであった。同様に、実施例１～５の湿潤紙力強度は、加熱時間が長くなるにつ
れて高くなった。
　更に、湿潤引張強さ残留率は、実施例１～５では比較例１よりも大幅に高くなり、実施
例１～４では比較例２よりも高くなった。
【００５１】
　上記のように、イオン液体により紙が部分的に溶解すると、湿潤紙力強度及び乾燥紙力
強度が増大する。これは、イオン液体により紙のセルロースが一部溶解してセルロースが
フィルム化した結果、このセルロースフィルムが有する繊維結合維持機能により、乾燥紙
力強度及び湿潤紙力強度が増大したためと考えられる。
【００５２】
　次に、実施例１～５及び比較例１，２について、サンプルに保持された粉末状物質であ
る活性炭の機能が維持されているか否かを確認するために、以下に述べる染料吸着能試験
を行った。
【００５３】
［染料吸着能試験］
　サンプル管に実施例１～５及び比較例１，２のシートとメチレンブルー（ＭＢ）水溶液
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１００［ｍｌ］を入れ、１５０［ｒｐｍ］で回転させてサンプルにＭＢを浸透させること
により、染料吸着能実験を行った。染料吸着能は、紫外－可視分光光度計で６６８［ｎｍ
］の吸光度を用いて、４８時間後のＭＢの吸着率を測定することにより、評価した。
【００５４】
　表２は、上記した実施例１～５、比較例１，２の染料吸着能を示す。表２におけるＭＢ
の吸着率は、バインダーレスで紙に定着させた活性炭による物質吸着機能が維持されてい
る程度と考えることができる。
【表２】

【００５５】
　表２において、サンプルに活性炭粉末の添加及びイオン液体の含浸処理を行っていない
比較例１では、ＭＢの吸着はほとんどなかった。これに対し、実施例１～５と、活性炭含
有シートである比較例２とでは、顕著なＭＢ吸着能が確認された。
　つまり、イオン液体を用いて紙のセルロースを一部溶解させ、更に貧溶媒によりセルロ
ースを析出させて紙に定着させた活性炭の物質吸着機能は、十分に維持されていることが
確認された。
【００５６】
　続いて、第２実施形態による製造方法を用いた実施例６について説明する。
［実施例６］
　０．２５［％］の針葉樹パルプサスペンション８０７［ｍｌ］をとり、手漉き抄紙器を
用いて抄紙し、プレス乾燥（１１０[℃]、１．１［ＭＰａ］、２０分間）を行い、坪量１
００[ｇ／ｍ２]の手漉きシートを作成した。
【００５７】
　シャーレに０．１［ｇ］のタルクと３．０［ｇ］のＢＭＩＭＣｌとを混合して入れ、１
００[℃]に加熱した。調製した手漉きシートを７０［ｍｍ］×６０［ｍｍ］に切り取って
シャーレに入れ、上記のタルク含有ＢＭＩＭＣｌに２０秒間浸漬した。その後にシートを
取り出して熱水（９０［℃］）で洗浄し、プレス乾燥（１１０［℃］、１．１［ＭＰａ］
、５分間）を行って乾燥させた。
【００５８】
　調製されたサンプルのタルク含有率は、８．９［％］であった。このサンプルの表面の
写真を図２（ａ）に示し、表面の顕微鏡写真を図２（ｂ）に示す。
　図２（ｂ）によれば、サンプル表面のタルク粒子が確認されており、タルクの紙への保
持が確認された。
【００５９】
　以上説明した本発明によれば、少なくとも部分溶解工程、貧溶媒浸漬工程を有すること
で、バインダーレスにて粒子状物質をセルロースに定着させて粒子状物質を紙に固定化す



(11) JP 2017-155346 A 2017.9.7

ることができると共に、セルロースのフィルム化により乾燥紙力強度及び湿潤紙力強度を
高めた粒子状物質保持紙を製造することができる。
【産業上の利用可能性】
【００６０】
　本発明は、粒子状物質が有する機能を維持しつつ乾燥紙力強度及び湿潤紙力強度の高い
紙の製造に適用可能であり、本発明により製造された粒子状物質保持紙は、水環境浄化材
、機能成分含有ティッシュペーパー等、各種の用途、産業分野に利用することができる。

【図１】

【図２】
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